
 

   嵐山町住宅リフォーム補助金交付要綱 

令和４年３月28日  

告示第  130 号  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域経済の活性化とともに、町民の安全で快適に生活できる

住宅環境の整備を目的として、住宅のリフォーム工事（以下「住宅リフォーム」

という。）に要する費用に対し、予算の範囲内で補助するため、必要な事項を定

めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、嵐山町補助金等の交付手続等に関する規則（昭

和52年規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定

めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 町内業者 嵐山町内に主たる事業所を有する事業者をいう。 

(2) 個人住宅 自己の居住の用に供する専用住宅又は兼用住宅（２分の１以上が

居住の用に供されるものに限る。）をいう。 

(3) 住宅リフォーム 個人住宅の機能の維持又は向上のために行う改修又は修繕

工事をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げ

る要件を満たす者とする。 

(1) 申請時において、町に住民登録していること。 

(2) 申請時において、町税（国民健康保険税を含む。）を滞納していないこと。 

(3) 申請時において、町で実施している介護保険住宅改修費等その他住宅改修補

助金又は助成金の交付を受けていないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業は、次の各号に掲げるいずれにも該当するものとす

る。 



 

(1) 補助対象者が町内に所有する個人住宅で、建築基準法（昭和25年法律第201

号）第６条第１項又は第６条の２第１項に規定する確認済証の交付を受けた住

宅（以下「補助対象住宅」という。）であること。 

(2) 町内業者が施工する10万円以上（消費税及び地方消費税を含む。）の住宅リ

フォームであること。 

(3) 住宅リフォームを補助金交付決定後に着手し、当該年度内に完了できること。 

(4) 申請に係る補助対象住宅が、過去５年度以内に、この要綱に基づく補助金の

交付を受けていないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費は、住宅リフォームに要した費用とする。た

だし、次に掲げるものを除くものとする。 

(1) 住宅の新築及び改築 

(2) 門、塀等の外構等の工事 

(3) 物品等のみの購入又は設備等の工事 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、住宅リフォーム１件につき５万円とする。 

（交付申請等） 

第７条 規則第４条第１項の交付申請書は、嵐山町住宅リフォーム補助金交付申請

書（様式第１号）のとおりとする。 

２ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる書類の添付は要しない。 

３ 規則第４条第２項第５号に定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 住宅リフォームの見積書の写し 

(2) 補助対象住宅の所有者が分かるもの 

(3) その他町長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第８条 町長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、補助金の

交付の可否を決定し、嵐山町住宅リフォーム補助金交付決定通知書（様式第２号）

又は嵐山町住宅リフォーム補助金不交付決定通知書（様式第３号）により当該申

請者に通知するものとする。 



 

（権利譲渡の禁止） 

第９条 前条の規定により、補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供しては

ならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助金に係る住宅リフォームを完了したときは、完了後

１か月以内に、嵐山町住宅リフォーム補助金実績報告書（様式第４号。以下「実

績報告書」という。）を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 住宅リフォームに係る領収書（費用の内訳が明らかなもの）の写し 

(2) 住宅リフォームを行った部分の施行前及び施工後の状態が確認できる写真 

(3) その他町長が必要と認める書類 

（工事完了の確認及び通知） 

第１１条 町長は、実績報告書の提出があったときは、これを審査し、必要に応じ

て現地を調査し、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認められる

ときは、補助金の額を決定し、嵐山町住宅リフォーム補助金工事完了確認通知書

（様式第５号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（交付請求手続） 

第１２条 補助事業者は、確認通知書を受けたときは、嵐山町住宅リフォーム補助

金請求書（様式第６号）により、町長に補助金の請求をするものとする。 

（補助金の交付） 

第１３条 町長は、前条の請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付す

るものとする。 

（補助金の返還） 

第１４条 町長は、補助金の交付を受けようとし、又は受けた者が、次の各号のい

ずれかに該当するときは、補助金の交付を取り消すとともに既に交付をした補助

金の全部若しくは一部を返還させることができる。補助金の全部又は一部の返還

をさせることが決定したときは、嵐山町住宅リフォーム補助金交付取消し決定通

知書（様式第７号）により、補助事業者に通知するものとする。 



 

(1) 偽りその他不正な行為によって補助金の交付を受けようとし、又は受けたと

き。 

(2) 工事を中止したとき。 

(3) この要綱の規定に違反したとき。 

（適用除外） 

第１５条 この要綱においては、規則第11条及び第16条の規定は適用しない。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


